
　　　　　　　　　主　　　　文

　　　　　原判決を破棄し、第一審判決を取り消す。

　　　　　被上告人の請求を棄却する。

　　　　　訴訟の総費用は被上告人の負担とする。

　　　　　　　　　理　　　　由

　上告人の上告理由について

　一個の不動産の全体を目的とする抵当権が設定されている場合において、右抵当

不動産の共有持分を取得した第三者が抵当権の滌除をすることは、許されないもの

と解するのが相当である。けだし、滌除は、抵当権者に対して抵当不動産の適正な

交換価値に相当する金員の取得を確保させつつ、抵当不動産の第三取得者に対して

抵当権を消滅させる権能を与えることにより、両者の利害の調和を図ろうとする制

度であると解されるところ、右の場合に共有持分の第三取得者による滌除が許され

るとすれば、抵当権者が一個の不動産の全体について一体として把握している交換

価値が分断され、分断された交換価値を合算しても一体として把握された交換価値

には及ばず、抵当権者を害するのが通常であって、滌除制度の趣旨に反する結果を

もたらすからである。

　これを本件についてみるに、被上告人の本訴請求は、被上告人が取得した本件建

物の共有持分について滌除をしたことによって上告人を根抵当権者とする本件根抵

当権が消滅したとして、上告人に対し、本件根抵当権設定登記の抹消登記手続を求

めるものであるところ、原審の適法に確定した事実によると、(１)　本件建物は、

Ｄ、Ｅほか二名の共有であった、(２)　被上告人は、本件建物のＤ及びＥの各持分

の第三取得者となったものであるが、その当時、既に、Ｆ信用金庫を根抵当権者と

し本件建物全体を目的とする根抵当権及び株式会社Ｇプロダクツ（以下「Ｇプロダ

クツ」という。）を根抵当権者とし本件建物のＤの持分を目的とする本件根抵当権
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等が設定され、その旨の登記がされていた、(３)　被上告人は、右取得した持分に

ついて右各根抵当権の滌除をすることとし、民法三八三条所定の書面をＦ信用金庫

及びＧプロダクツに送達した、(４)　その後、上告人がＧプロダクツから本件根抵

当権を譲り受け、その旨の附記登記をした、というのであり、右によれば、Ｆ信用

金庫を根抵当権者とする右根抵当権は、本件建物全体を目的とするものであるから、

本件滌除は許されないというべきである。

　そうすると、本件滌除が有効であることを前提として本件根抵当権設定登記の抹

消登記手続等を求める被上告人の本訴請求は、理由がないというほかない。

　以上と異なる見解に立ち、共有持分権者による持分についての滌除権の行使が一

律に許されないとする合理的な根拠は見いだし難く、本件滌除権の行使が権利の濫

用である旨の主張立証もないなどとした上、被上告人による本件滌除を有効である

として本訴請求を認容すべきものとした原審の判断には、法令の解釈適用を誤った

違法があるというべきであり、この違法が判決に影響を及ぼすことは明らかである。

論旨はこの趣旨をいうものとして理由があり、原判決は破棄を免れない。そして、

前記説示によれば、被上告人の本訴請求は理由がないので、原判決を破棄し、第一

審判決を取り消して、被上告人の請求を棄却することとする。

　よって、民訴法四〇八条、三九六条、三八六条、九六条、八九条に従い、裁判官

全員一致の意見で、主文のとおり判決する。
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